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  障害者等への歯科保健医療サービスの提供状況の把握及び 

その提供体制構築のための調査研究 
 

分担研究報告書 
１．障害（児）者入所福祉施設用アンケート 

 
研究代表者 弘中 祥司 昭和大学歯学部教授 

          研究協力者 金田 智美 昭和大学歯学部大学院 
 
 
研究要旨 
過去の厚労科研での障害者等への歯科保健医療サービスの提供状況に関する調査での調査内容を踏襲

し、2012 年から 2019 年までの 7 年間の推移を踏まえた障害者入所施設での定期的な歯科検診等の歯科

保健サービスの提供状況についてアンケート調査を行ったので報告する。 
障害者入所施設へのアンケート送付件数は2917件で、有効回答総数は1289件であった（回収率44.2%）。

地域別回答数では、関東が 228 件で最も多く、次いで九州・沖縄の 208 件であった。地域の偏りはみら

れなかった。歯科健診の実施は 77.9％であり、歯科保健指導を受ける機会は 47.2％にあった。地域によ

り、大きな差はみられなかったが、地域歯科医師会・歯科衛生士会の重要性があげられた。 
 
1-1 定員について、1289 施設全てが定員を定めていた。 
 
 
1-1-2 施設定員数と現状数の内訳を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 定員数は 50-74 名が最頻値であった。また、現状数では 25-49 名が最頻値であった。 
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1-2 入所者の構成（重複あり） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
入所者のもつ障害では、知的障害が最も多かった（62.0％）。また、性別では男性の方が多かった（59.2％）。 
 
 
 
 
 
2-1 医療専門職の配置 
 
 1289 施設中 56 施設（4.3％）に医療職が配置されていないと回答があった。 
 
2-1-1 配置されている職種および雇用形態 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
常勤で配置されている医療職種は、看護師が最も多く、次いで栄養士が多かった。 
歯科医師に関しては、常勤よりも非常勤、非常勤よりも嘱託の方が多かった。 
 

常勤 非常勤 嘱託 計
１施設あたりの人数

（1289施設中）

医師 102 203 857 1162 0.9

看護師 1108 423 71 1602 1.2

歯科医師 25 53 146 224 0.2

歯科衛生士 47 45 43 135 0.1

理学療法士 218 107 55 380 0.3

作業療法士 180 53 23 256 0.2

言語聴覚士 88 32 19 139 0.1

栄養士 985 64 30 1079 0.8

介護士 498 302 38 838 0.7

その他 252 157 24 433 0.3

計 3503 1439 1306 6248 4.8

（人）
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3-1 歯科口腔保健法の中で「障害者が定期的に歯科検診または歯科治療を受けることができるようにす

る」とした内容が記載されていることを知っていますか？ 
 
  施設数 （％） 

よく知っている 245 19.0  

やや知っている 463 35.9  

あまり知らない 395 30.6  

まったく知らない 158 12.3  

その他 28 2.2  

  1289 100.0  

 
「よく知っている」と回答のあった施設は 19.0％であった。「よく知っている」と「やや知っている」を

合わせると 54.9％となり、半数以上の施設は理解している状況であった。 
 
 
3-2 入所者が歯科医師による歯科健診を受ける機会がありますか。 
   
  ある：1161 施設（90.1％） 全くない：125 施設（9.7％） ※３施設無回答 
 
3-2-1 歯科健診の頻度 

 
 3-2 で歯科健診を受ける機会があると回答している 1161 施設のうち、年 1 回以上歯科健診を受けてい

る割合は 86.5％であった。したがって、1289 施設のうち１年に 1 回以上歯科健診を受ける割合は 77.9％
であった。 
 
3-3 歯科保健指導を受ける機会 
 

ある：1054 施設（81.8％） 全くない：226 施設（17.5％） ※9 施設無回答 
 
3-3-1 歯科保健指導を受ける機会の頻度 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 3-3 で歯科保健指導を受ける機会があると回答している 1054 施設のうち、年 1 回以上歯科保健指導を

受けている割合は 57.7％であった。したがって、1289 施設のうち１年に 1 回以上歯科健診を受ける割合

は 47.2％であった。 

年1回 年2回 年3回以上 不定期 その他 小計

563 152 289 123 34 1161 128 1289 （施設）

43.7 11.8 22.4 9.5 2.6 90.1 9.9 100.0 （％）

歯科医師による歯科健診を受ける機会

機会なし
総計

歯科健診機会あり
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3-4 歯科健診や歯科医師・歯科衛生士による歯科保健指導（歯の磨き方やお口の体操の説明等）以外に、

入所者の方のむし歯や歯周病の予防のために何か取り組みをされていますか？ 
 
 している：1196 施設（92.8％） していない：87 施設（6.7％） 回答なし：６施設 
 
3-4-1 実施している取り組み 

 
 実施している取り組みは食後の歯磨きと歯磨きチェックであった。フッ化物の応用はかなり低率の結

果となった。 
 
 
 
 
 
3-5 貴施設で入所者の方が、むし歯などの歯科治療が必要になったとき、どのような対応をされていま

すか？ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 近隣の歯科医院へ連れて行く回答が最も多く、67.1％の回答があった。近隣の歯科医院に往診を依頼

すると回答するものも多いため、地域の歯科医師の役割がとても大きいと思われた。 
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定期的にフッ化物塗布を受けさせている

職員への⻭科保健に関する研修会の開催

その他

（施設） 

回答数 ％

口腔保健センターへ連れて行く 181 14.0

近隣の大学病院又は病院歯科へ連れて行く 296 23.0

近隣の歯科医院へ連れて行く 865 67.1

近隣の歯科医院に往診を依頼する 291 22.6

施設内（または併設）の歯科で治療 171 13.3

家族または本人に受診を勧めるのみ 121 9.4

 特になし 0 0.0

その他 224 17.4
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3-6 入所者の方の歯や口のことに関して、問題を感じることはどの程度ありますか？ 
 
  回答 ％ 

大いにある 451 35.0  

ややある 662 51.4  

あまりない 131 10.2  

まったくない 11 0.9  

その他 34 2.6  

計 1289 100.0  

 
 「大いにある」「ややある」の回答は 86.4％で、問題を感じることがあると回答していた。 
 
 
 
3-7 歯科保健活動（歯科医師や歯科衛生士による歯磨き方法の説明やお口の体操の説明等）は入所者の

方のニーズを満たしていると思いますか？ 
 
  回答数 ％ 

十分満たしている 81 6.3  

ある程度満たしている 670 52.0  

やや不足している 280 21.7  

まったく不足している 99 7.7  

特に必要性を感じない 17 1.3  

歯科保健活動を受ける機会がない 109 8.5  

その他 33 2.6  

計 1289 100.0  

 
 「十分満たしている」「ある程度満たしている」と回答した施設は 58.3％であった。また、「やや不足

している」「まったく不足している」と回答した施設は 29.4％であった。 
 
不足している点では、「意思疎通が難しい」や「時間が取れない」という回答が多かった。 
 
 
3-8 全身麻酔法や精神鎮静法（笑気吸入鎮静法や静脈内鎮静法）を使って行われる歯科治療に対して、

どの程度の知識を持っていますか？ 
 
  回答数 ％ 

十分にある 146 11.3  

ややある 482 37.4  

あまりない 440 34.1  

まったくない 190 14.7  

その他 31 2.4  

計 1289 100.0  

 
 「十分にある」「ややある」と回答した施設は 48.7％であった。 
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4-1 入所者の方の食事介助に関して問題を感じることはどの程度ありますか？ 
 
  回答数 ％ 

大いにある 286 22.2  

ややある 679 52.7  

あまりない 221 17.1  

問題ない 31 2.4  

食事介助が必要な者がいない 51 4.0  

食事を提供していない 0 0.0  

その他 21 1.6  

計 1289 100.0  

 
 今回、入所施設へのアンケートなので、「食事を提供していない」との回答は０であった。 
食事介助に関する問題が「大いにある」「ややある」と回答した施設は 74.9％と高率であった。また、「問

題ない」との回答は 2.4％であるため、食事介助にも配慮が必要であった。 
 
 
4-2 食べたり・飲み込んだりすることに問題のある入所者の方に、食べる機能（摂食機能）の維持・向

上を図るための指導・訓練を実施していますか？ 
 
  回答数 ％ 

実施している 662 51.4  

必要性は感じるが実施できていない 456 35.4  

必要性を感じないので実施していない 90 7.0  

その他 81 6.3  

計 1289 100.0  

 
 「実施している」施設は 51.4％で半数を超えていた。また、「必要性は感じるが実施できていない」と

回答した施設は 35.4％であり、ニーズの高さが結果に表れた。 
 
 
 
4-2-1 実施されている指導・訓練の内容について（複数回答あり） 
 
  回答数 ％ 

食環境（姿勢や食具など）の指導 601 90.8  

食内容（食形態・物性など）の指導 607 91.7  

間接機能訓練（嚥下体操や器具を使ったトレーニングなど） 333 50.3  

直接機能訓練（実際の食品を使った訓練） 130 19.6  

その他 38 5.7  

「実施している」と回答した施設数 662 100.0  

 
 
 「食内容の指導」が最も高く 91.7％であった。また「食環境の指導」も 90.8％と高率であった。「間接

機能訓練」に関しても、実施している施設の中では半数を超えていた。 
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4-2-2 実施されている指導・訓練を行っている職種（複数回答あり） 
 
  回答数 ％ 

医師 80 12.1  

看護師 458 69.2  

歯科医師 120 18.1  

歯科衛生士 116 17.5  

理学療法士 122 18.4  

作業療法士 129 19.5  

言語聴覚士 146 22.1  

栄養士 399 60.3  

介護士 286 43.2  

その他 175 26.4  

「実施している」と回答した施設数 662 100.0  

 
 指導・訓練を行っている職種は、看護師 69.2％、栄養士 60.3％、介護士 43.2％の順に高かった。歯科

医師・歯科衛生士は共に 20％未満であった。 
 
 
 
4-2-3 実施できていない理由（複数回答あり） 
 
  回答数 ％ 

実施できる人材（専門職）がいない 335 73.5  

評価や実施方法など知識・技術が不足している 350 76.8  

時間が確保できない 182 39.9  

実施するスペース・設備がない 74 16.2  

その他 52 11.4  

「必要性は感じるが実施できていない」と回答した施設数 456 100.0  

 
実施できていない理由は、知識・技術の不足が最も多く 76.8％で次いで専門職の欠如の 73.5％であった。 
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〈地域ブロック別結果と考察〉 
 
2-1 歯科健診の機会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 歯科健診の機会をブロック別に分割したところ、関西ブロックが最も多く 87.2％であり、次いで東海

ブロック 79.6％、関東ブロック 79.4％であった。 
 
3-3-1 歯科保健指導を受ける機会 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
歯科保健指導の機会をブロック別に分割したところ、東海ブロックが最も多く 57.9％であり、次いで東

北ブロック 51.6％、四国ブロック 49.3％であった。 
 
 
 
 
各地域ブロックの考察 
 
【北海道】 
 北海道は、広大な土地に施設が散見している。今回の調査地域は、札幌市や旭川市のような大都市圏

だけではなく、全域から抽出されているので、平均より少なくなってしまったように思える。大都市圏

では、大学や口腔保健センターがあるが、広い道内では、どうしても地域歯科医師会にお願いするしか

ない。そのため、今後も広く健診や、知識の共有を図って行きたいと思った。本調査をありがとうござ

いました。 
 
【東北】 
 東北地域は、それなりに歯科大学があるが、県を跨ぐことが多く、歯科医師会との連携も重要だと思

いました。歯科健診の機会が低い値になったのは、どうしても距離があるからだと、施設名を見て思い

ました。ただ、数値に表れているように、各歯科医師会と歯科衛生士会が緊密に連携をとっているため、

歯科医師よりも歯科衛生士の方が施設に介入しやすかったかと思います。地域性にもよりますが、これ

からも歯科衛生士さんとの連携を通じて施設とも緊密に連携を取るべきかと思いました。ご苦労様でし

た。 
 

年1回 年2回 年3回以上 不定期 その他 小計

北海道 42 11 22 11 3 89 9 98 76.5

東北 61 21 26 16 2 126 33 159 67.9

関東 98 31 52 28 10 219 9 228 79.4

北信越 70 13 15 7 3 108 18 126 77.8

東海 78 23 20 14 5 140 12 152 79.6

関西 53 20 63 9 4 149 7 156 87.2

中国 41 9 17 8 2 77 10 87 77.0

四国 36 6 15 11 2 70 5 75 76.0

九州・沖縄 84 18 59 19 3 183 25 208 77.4

全国 563 152 289 123 34 1161 128 1289 77.9

歯科健診機会あり
機会なし 総計

年1回以上

の機会（％）
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【関東】 
 大都市東京を有する関東は、口腔保健センターや歯科大学も多く、数値はトップかと思いましたが、

意外に平均レベルかと思い、気を引き締めなければと思いました。逆に、口腔保健センターや歯科大学

も多いため、健診は大学等に行っているのではないかと思います。アンケートに回答した施設名からは、

よく分散されていて、確かに関東でも比較的人口が少ない地域もあるので、良い結果なのではないかと

思いました。本当にご苦労様でした。弘中先生、これからは関東でも地域活性を行いましょう。 
 
【北信越】 
 北信越は、障害者歯科学会の会員の歯科医師も少なく、さらには会員の歯科衛生士も少ないのが現状

です。この度の結果からは、あまり良くない印象ですが、施設名を見ると知っている施設も数多くあり、

こちらからもアプローチする必要があると考えました。大規模調査、本当にご苦労様でした。 
 
【東海】 
 本調査で、東海地域の頑張りが表現されるかと思いましたが、健診は関東を抑えて２位、歯科保健指

導は、輝かしい１位を頂くことが出来ました。これまで、東海地域では、多くの勉強会や、地方会を通

じた情報交換を行ってまいりましたので、これまでの成果の賜物と思っております。ただ、施設一覧か

らは、知らない施設もあったりして、まだまだ伸び代があると思いました。また、先生方には大変でし

ょうが、定期的に調査を行っていただいて、また１位になれるよう精進いたします。本当にご苦労さま

でした。 
 
【関西】 
 関西では、地域との繋がりが強く、歯科健診もこれまでしっかり行ってきましたので、１番になれた

のは、嬉しい限りです。ただ、健診のみならず、フッ化物の応用が低い点が気になりました。年齢が高

くなる施設入居者ですが、歯科疾患の予防のためにも、これからはフッ化物の宣伝にも力を入れたいと

思います。ご苦労さんでした。 
 
【中国】 
 ほとんど平均値の中国地方でした。他の地域から見ると施設数が少ないので、良い施設とあまり知ら

ない施設で差が出たのではないかと思っております。中国地方は、横に長い地域ですので、それこそ端

から端までは、新幹線を使わなければなりませんが、地域の歯科医師会や歯科衛生士会の皆さんと連携

して、次は良い成績を残せるように頑張りたいと思いました。ありがとうございました。 
 
【四国】 
 まずは、弘中先生をはじめ、先生方ご苦労様でした。数字や施設を眺めてみますと、まだちょっと全

国レベルには達していないことがよくわかりました。施設はとても均質に分かれているので、これが四

国地域の現状なのでしょう。地域歯科医師会に依存する点が多いのですが、こちらからも施設に向けて

情報を発信する必要性を強く感じました。貴重な資料を拝見させて頂いて、フィードバックする機会を

与えて頂いて感謝致します。まずは御礼まで。本当にありがとうございました。 
 
【九州・沖縄】 
 九州・沖縄地域と言っても、離島もあり、またその施設も入っているため、考察に難渋する。歯科健

診は、おかげさまで全国平均といったところだが、まだ齲蝕が多い地域も多く、保健指導まで進めてい

ない地域も多い。本現状を、地域で共有し、検討したいと考えている。また、フッ化物についても、か

なりの低率で驚いた。すぐに取り掛かれることなので、情報を共有したいと考えている。ありがとうご

ざいました。 
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考察 
 まず、COVID-19 の最中に回答いただいた、施設職員と、日本障害者歯科学会 地方会メンバーに感謝

したい。本研究は、COVID-19 の影響で、かなり遅くなって発送し、アンケート送付件数は 2917 件であ

り、有効回答総数は 1289 件であった（回収率 44.2%）。地域別回答数では、関東が 228 件で最も多く、

次いで九州・沖縄の 208 件であった。 
 回答があった施設は、定員数は 50-74 名が最頻値であった。また、現状数では 25-49 名が最頻値であ

った。入所者のもつ障害では、知的障害が最も多かった（62.0％）。また、性別では男性の方が多かった

（59.2％）。これは、内閣府の障害者白書１）と同様な傾向である。 
 医療専門職の配置は常勤で配置されている医療職種は、看護師が最も多く、次いで栄養士が多かった。

歯科医師に関しては、常勤よりも非常勤、非常勤よりも嘱託の方が多かった。歯科衛生士に関しては常

勤・非常勤・嘱託どれもがほぼ同程度の数字であった。入所施設であるため、日々の安全に看護師が、

日々の食事に栄養士が配置されていると思われる。 
 今回のアンケートでは、これまでの調査２〜４）に追加して、歯科口腔保健法の中で「障害者が定期的に

歯科検診または歯科治療を受けることができるようにする」とした内容が記載されていることを問うて

みた。結果は、「よく知っている」と回答のあった施設は 19.0％で、「よく知っている」と「やや知って

いる」を合わせると 54.9％となり、半数以上の施設は理解している状況であった。これは、一定の情報

が施設側にも入っていることが想像される。その歯科健診に関する結果は、今回 77.9％という値となっ

た。2018 年 9月に厚生科学審議会地域保健健康増進栄養部会で取りまとめられた中間評価報告書２）によ

ると障害者施設等における定期的な歯科検診実施率は 62.9％と低く、2022 年に予定されている最終評価

時における目標の 90％まで現時点では、２年前で 77.9％と厳しい結果となった。また、さらには歯科保

健指導を受ける機会があると回答している 1054 施設のうち、年 1 回以上歯科保健指導を受けている割合

は 57.7％であった。したがって、1289 施設のうち１年に 1 回以上歯科健診を受ける割合は 47.2％とい

う結果になった。歯科健診よりも歯科保健指導の方が、よりハードルが高いと考えられたが、想像以上

に低い結果であった。また、同様に歯科健診や歯科医師・歯科衛生士による歯科保健指導（歯の磨き方

やお口の体操の説明等）以外に、入所者の方のむし歯や歯周病の予防のために何か取り組みをされてい

ますか、という問には、食後の歯磨きと歯磨きチェックであった。フッ化物の応用はかなり低率（定期

的にフッ素洗口（3.6％）、定期的なフッ素塗布（9.4％））の結果となった。また、施設職員に対する研修

会の開催も 23.3％とおよそ 4 分の１弱の施設しか行っていないことが分かった。今後の歯科保健の介入

方法の参加になれば良いと思った。 
 歯科治療が必要になったとき、どのような対応をされていますか、という問いには近隣の歯科医院へ

連れて行く回答が最も多く、67.1％の回答があった。近隣の歯科医院に往診を依頼すると回答するもの

も多いため、地域の歯科医師（歯科医師会）の役割がとても大きいと思われた。 
 今回のアンケートで、入所者の歯や口のことに関して、問題を感じることはどの程度ありますか、と

いう問には「大いにある」「ややある」の回答は 86.4％で、問題を感じることがあると回答していた。し

かしながら、歯科保健活動（歯科医師や歯科衛生士による歯磨き方法の説明やお口の体操の説明等）は

入所者の方のニーズを満たしているとは半数近くが否定的であり、「意思の疎通が難しい」「時間が取れ

ない」「口を開けない」など障害者の入所施設に特有の問題点が挙げられた。近年では、多くの障害者の

歯科治療に全身麻酔法や精神鎮静法（笑気吸入鎮静法や静脈内鎮静法）が用いられているが、その知識

に対しても半数以下は、あまり知らないとの回答があった。また、歯科治療と同様に食事介助にも問題

点が多く挙げられており、食べる機能の維持向上のために指導・訓練が半数以上の施設で行われていた。

しかしながら、指導・訓練を行っている職種は、看護師 69.2％、栄養士 60.3％、介護士 43.2％の順に高

かった。歯科医師・歯科衛生士は共に 20％未満であった。そのため、診断職である医師・歯科医師の施

設での必要性は、高いと考えられる。今後は、歯科医師も齲蝕や歯周病の予防だけではなく、機能的な

介入も視野に入れた取り組みが必要と考えられた。 
 最後に、地域ブロック別では、「歯科健診の機会がある」結果をブロック別に分割したところ、関西

ブロックが最も多く 87.2％であり、次いで東海ブロック 79.6％、関東ブロック 79.4％であった。また、

「歯科保健指導の機会がある」をブロック別に分割したところ、東海ブロックが最も多く 57.9％であり、

次いで東北ブロック 51.6％、四国ブロック 49.3％であった。各ブロックの考察では、今回の施設選定の

妥当性が言及されており、また、地域歯科医師会だけではなく歯科衛生士（会）との連携、さらには地

域での医療連携・施設間連携も重要であることが分かった。 
 今回のアンケートから、歯科健診の実施率が 90％には届かなかったが、COVID-19禍でのアンケート
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実施のため、通常は実施している歯科健診が、不明や未定になっている可能性もある。また、安定した

社会の中で、障害者の歯科問題を冷静に判断したいと思った。 
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